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区区分分 年年度度通通期期 上上期期 下下期期

羽羽田田空空港港 国国内内線線 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

羽羽田田空空港港 国国際際線線 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

羽羽田田空空港港 計計 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

成成田田空空港港 国国際際線線 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

関関西西空空港港 国国際際線線 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

中中部部空空港港 国国際際線線 ▲▲ ％％ ▲▲ ％％ ▲▲ ％％

航航空空旅旅客客のの動動向向
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１１．．事事業業報報告告

（１）事業環境

事業環境

◆ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、国内においては数次に亘り緊急事態宣言が
発出され、首都圏を中心に移動の自粛が求められる

◆ 世界的にも各国において感染者数の拡大により渡航が制限され、航空業界にも大きく影響
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航空旅客の動向

事業環境

航空旅客の動向

事業環境

区　分 2020年度通期 上期 下期

羽田空港　国内線

成田空港　国際線

関西空港　国際線

中部空港　国際線

羽田空港　国際線

羽田空港　　計　

%%%

▲ 70.3

▲ 97.5

▲ 75.9

▲ 96.3

▲ 99.1

▲ 99.7

▲ 79.6 ▲ 59.5

▲ 98.2

▲ 83.6

▲ 97.2

▲ 99.5

▲ 99.9

▲ 96.7

▲ 66.9

▲ 95.1

▲ 98.5

▲ 99.4



２

柔柔軟軟なな事事業業運運営営

財財務務基基盤盤のの強強化化
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、業務ロボット、決済サービスなど）

億円の短期借入枠設定）

（２）主な取り組み

感染防止

感染拡大予防ガイドライン（※）に基づく各種対策の徹底

ＰＣＲ検査体制の整備、ＰＣＲ検査キット自販機設置

※ 「航空分野における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」定期航空協会及び全国空港ビル事業者協会共同作成

非接触・非対面技術の積極的な導入

 （ 、

旅客動向に応じて利便性を損なわない範囲で施設を閉鎖。

要員を見直し、柔軟で効率的な人員の再配置を実行（業務の内製化）

リモートワークの推進等による業務プロセスの変更

事業継続計画（ＢＣＰ）の見直し（各部署の対策取り纏め）

航空旅客に依存しない収益源の確保（ＥＣ事業や販売代理店事業の強化など）

航空会社や入居テナントへの支援（家賃減免措置等）

資金流出額の抑制（コスト削減、設備投資の見直し）

手元流動性の確 保（ 億円の危機対応融資、

自己資本の拡充（新株式発行による公募増資等）

グループ企業への支援（ＴＩＡＴ、東京空港交通など）
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東京国際空港ターミナル（株）、東京空港交通（株）など）

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆ 東京国際空港ターミナル（株）、東京空港交通（株）など）



3

○○ 連連 結結

注：億円未満は切り捨て処理しております。

（（３３）） ２２００年年度度（（第第 ７７期期））決決算算総総括括

➢旅客数の大幅な減少により、全てのセグメントで売上高が減少

➢減価償却費は、前期までの大規模投資の影響により増加

➢さまざまなコスト削減に取り組むも、営業損益は大幅な赤字に

➢雇用調整助成金の受給や投資有価証券売却益があるものの、

固定資産の減損や繰延税金資産の取崩等の影響もあり、当期純損益も大幅赤字へ

経経営営成成績績

区　分
当期

（2020年度）
前期

（2019年度）
増　減 増減率

億円 億円 億円 ％

営営 業業 収収 益益 ▲ 1,971 ▲ 79.0%

営営 業業 損損 益益 ▲▲ 559900 ▲ 689

経経 常常 損損 益益 ▲▲ 557733 ▲ 660
親親会会社社株株主主にに帰帰属属

すす るる当当 期期純純 損損益益 ▲▲ 336655 ▲ 415

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL
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79.01,971

689

660

415

525

590

573

365

2,497

98

87

50

-

-

-

営 業 収 益

営 業 損 益

経 常 損 益

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 益

区　分 増　減 増減率当期
（2020 年度）

前期
（2019 年度）

%億円億円億円
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（（４４）） 年年度度 （（第第 期期））財財政政状状況況

○○ 連連 結結

○○ 個個 別別（（日日本本空空港港ビビルル））

注：億円未満は切り捨て処理しております。

当　期
(2021年3月31日)

前　期
(2020年3月31日)

増減額 当　期
(2021年3月31日)

前　期
(2020年3月31日)

増減額

 億円  億円 億円  億円  億円 億円

資産の部 負債の部

流 動 負 債

固 定 負 債

純資産の部

有 形 固 定 資 産 株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 その他の包 括利 益累 計額

投資その他の資産 非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

科 目 科 目

流　動　資　産

固　定　資　産
負 債 合 計
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財財政政状状況況

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

科 目 当　期 前　期 増減額 科 目 当　期 前　期 増減額
(2021年3月31日) (2020年3月31日) (2021年3月31日) (2020年3月31日)

 億円  億円 億円  億円  億円 億円

資産の部 負債の部

流 動 負 債
流　動　資　産

固 定 負 債

負 債 合 計
固　定　資　産 ▲

純資産の部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

▲ 株 主 資 本

評価・換算差額等 ▲
純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

4
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増加株数 新規株式発行
自己株式売出

万株
万株

約 ％

１株当たり 円

億円

億円

希薄化率

発行価格

払込総額

資本金組入額

発行済株式総数 増資前
増資後

万株
万株

＜公募増資等の概要＞

経経緯緯

＜財務基盤の強化＞

ネット レシオ

自己資本比率

2018年度

3Q
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．．公公募募増増資資等等にによよるる資資金金調調達達

➢ターミナル整備資金の確保

➢コロナ禍の長期化に備えた財務基盤の強化

⇒上場以来となる公募増資（及び自己株式の売出）を実行
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2019年度 2020年度 2020年度

＜公募増資等の概要＞ ＜財務基盤の強化＞

自己資本比率

増加株数 新規株式発行 867万株

8,447万株

9,314万株

324万株

約13%

4,966円

567億円

206億円

自己株式売出

１株当たり

増資前

増資後

希薄化率

発行価格

払込総額

資本金組入額

発行済株式総数

ネット D/Eレシオ
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➢国内ではワクチン普及が追い風となり、特に下期以降、航空需要の回復が見込まれる

➢世界的にも、ワクチン接種が進展している国を中心に、渡航制限の緩和が徐々に進んでいく

◆国内線は、外出自粛の反動や各種政策の後押し効果で段階的に回復し、 年３月末には、

新型コロナウイルス感染症の影響が深刻化する前の水準までの回復を見込む

◆国際線は、需要回復には時間を要するが、 年３月末には、当初計画していた拡張後

の水準の ％までの回復を見込む

区　   分
 22/3予想
（万人）

 21/3実績
（万人）

 増減率
（％）

 20/3実績
（万人）

 増減率
（％）

羽田国内 △23.0

羽田国際 △60.0

羽  田  計 △30.6

成田国際 △76.4

関空国際 △76.4

中部国際 △77.1

事事業業環環境境

旅旅客客数数予予測測

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL

３３．． 年年度度（（第第 期期））業業績績予予想想

羽田空港 国内線

羽田空港 国際線

羽田空港 計

成田空港 国際線

関西空港 国際線

中部空港 国際線
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旅客数予測

事業環境

♦

♦ 発着枠拡大後の

水準の 46％までの回復を見込む

羽田空港 国内線

羽田空港 国際線

成田空港 国際線

関西空港 国際線

中部空港 国際線

羽田空港 　計　

▲23.0

▲60.0

▲30.6

▲76.4

▲76.4

▲77.1

6,488

1,682

8,170

3,401

2,206

619

158.8

1,527.8

187.5

533.9

2,503.1

7,281.0

1,929

41

1,971

126

19

1

4,993

673

5,667

802

520

142

区　　分 2021 年度 2020 年度 2019 年度増減率 増減率

万人 万人 % 万人 %



羽羽田田空空港港のの旅旅客客回回復復見見通通しし
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注：I ATAの需要予測より当社作成

◆◆      需要予測：2022 年の回復（2019 年比）需要予測：2022 年の回復（2019 年比）

◆   ◆   首都圏基幹空港としての羽田空港の潜在的需要首都圏基幹空港としての羽田空港の潜在的需要

◆  ◆   国内の感染再拡大によるリスクに留意 国内の感染再拡大によるリスクに留意

◆   ◆   需要予測：2024 年の回復（2019 年比）需要予測：2024 年の回復（2019 年比）

◆   ◆   国内外からの国際線需要が高い国内外からの国際線需要が高い

◆  ◆   各国の感染動向、出入国制限の緩和状況に留意 各国の感染動向、出入国制限の緩和状況に留意

国内線 国際線

2023年度内に発着枠拡大後の計画水準へ2022年３月にコロナ影響前（※）の水準へ
※ コロナ影響前… 2019 年度実績（4月 -1月） ＋当社予測値（２月 - ３月）

46%

2%

33%

旅客回復見通し

羽田空港

旅客回復見通し

羽田空港
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通通期期連連結結業業績績予予想想

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL

➢営業収益は、国内線を中心に回復
➢コスト削減を堅持し、販売費及び一般管理費は前期以下の水準へ抑える
➢国内線事業の営業損益は黒字に転換する一方、国際線事業は厳しい状況が続き、二期連続
赤字へ

注：億円未満は切り捨て処理しております。

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL

22/3期
TIAT連結
の影響額

TIAT連結
の影響額

売   上   高 △ 

営 業 利 益　　 △ △ △ △ 

経 常 利 益 △ △ △ △ 
親会社株主に帰属する

当期純利益 △ △ △ △ 

設備投資額

減価償却費

△ △ △ 

年間配当金 未定 0.0円

配 当 性 向 未定

区   分 増減率（％）増減
22/３期
（予想）

21/３期
（実績）

営 業 収 益

年度
年度年度

22/3期
TIAT連結
の影響額

TIAT連結
の影響額

売   上   高 △ 

営 業 利 益　　 △ △ △ △ 

経 常 利 益 △ △ △ △ 
親会社株主に帰属する

当期純利益 △ △ △ △ 

区   分 増減率（％）増減
（予想） （実績）

営 業 収 益

年度
年度年度

8

注 1：億円未満は切り捨て処理しております。

注 2： 2021 年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号）等を適用するため、2021 年度（予想）は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、

2021 年度（予想）の対前期増減率については、2020 年度に当該会計基準等を適用したと仮定して算定した増減率を記載しております。

区　分 増　減 増減率次　期
（2021 年度）

当　期
（2020 年度）

増　減当期
（2020 年度）

1,032

▲ 178

▲ 193

▲ 103

465

▲ 590

▲ 573

▲ 365

566

412

380

262

121.9

-

-

-

営 業 収 益

営 業 損 益

経 常 損 益

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 益

億円 億円 億円 %
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４４．．事事業業運運営営のの方方向向性性

コロナ禍を耐える緊急措置実行の１年（コスト削減、投資見直し、公募増資）

・ターミナル運営における柔軟性と効率性の追求

・コストマネジメントの強化・徹底

・収益の多元化

・効率化に基づいた利益体質の強化
・旅客に依存しない収益力の向上
・将来の需要拡大を取り込む羽田空港の機能強化に向けた、投資効率性の追求

(スマートエアポート化、ターミナル整備、ＤＸ推進）
・社会的課題への対応と持続的な成長に向けた経営戦略の推進（ＥＳＧ 等）

コロナ禍における経営課題

コロナ影響

中期

赤字幅縮小へ注力しつつ、コロナ収束後の成長に備える１年

コロナ前以上の収益性を確保し、さらなる成長投資を推進

2020年度

2021年度

2025年度

9

変容する事業環境に対応できる柔柔軟軟でで強強靭靭なな企企業業体体質質への転換

コロナ禍における経営課題
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ココスストトママネネジジメメンントト

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL

人件費
270 人件費

203
人件費

減価償却費 減価償却費 減価償却費
193

10

♦ 今期の販売費及び一般管理費　 当初計画比 約 ▲ 470億円

コストの最適化・維持

コスト構造改革／ターミナル運営の抜本的な見直し・業務内製化・人材のマルチタスク化 の推進

人材の効率的活用 企業体質の強化

♦ 前期と今期におけるコスト削減策

・旅客動向に合わせた施設閉鎖

・外部委託業務の内製化

・業務の見直し、デジタル化に

　よる効率性向上

・役員報酬の一部返上

・従業員賞与の削減

・臨時給料の削減

・グループ間の人材共有

・設備投資抑制による削減

物件費

減価償却費

人件費

人件費
270

1,400億円

964億円

2020年度
（当初計画）

2020年度
（実績）

2021年度
（予想）

932億円
777

353

物件費

418

物件費

人件費
203

343 315

人件費

物件費

193

422

減価償却費 減価償却費 減価償却費
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収収益益のの多多元元化化

JJAAPPAANN  AAIIRRPPOORRTT  TTEERRMMIINNAALL
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航空旅客 非航空旅客

収益力の向上

既存事業のさらなる強化、新規事業の創出により、多元的に収益を確保

航空旅客 × 非航空旅客
♦  羽田空港限定商品の拡充 ♦  販売代理店事業の展開 ♦  E C 事業の強化

♦  地方創生事業の促進（観光の拠点化）

♦  デジタルマーケティングの推進

♦  羽田空港の施設用途の多様化♦  新サービスの展開

・  オリジナルスイーツブランドの展開
　（HANEDA CHOCOLATE JOURNEY等）

・  羽田を舞台に共同開発してきた技術、
　製品を他空港などへ展開

・  商品数の拡大、多様化（機内食 等）
・  越境 E C サイトの出店先の拡充

・  観光促進に向けた広告イベント実施
・  アンテナショップの展開
　（どさんこプラザ羽田空港店 等）

・  羽田公式アプリ等によるデータ収集、
　顧客起点経営への活用

・  閉鎖施設を含むレンタルスペース提供
・  店舗業態・配置の見直しによる
　滞在空間としての魅力向上

・  専任スタッフによる空港内での
　エスコートサービス
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タターーミミナナルル整整備備
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① 第１ターミナルサテライト新設

③ ビジネスジェット専用施設整備

羽田空港の機能強化・処理能力向上、旅客利便性の向上、新規需要への対応

羽田空港の優位性確立 柔軟なターミナル運営 拡大需要の確実な取り込み

② 第２ターミナル⇔サテライト接続

第２ターミナル

第１ターミナル
1

2

3 第３ターミナル
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タターーミミナナルル運運営営
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①自動
チェックイン機
（登録）※

②自動手荷物預け機
（顔認証で本人確認）

③保安検査場入口
（顔認証で“顔パス”）

④搭乗ゲート
（顔認証で“顔パス”）

※ 羽田空港では 登録機にて事前登録が必要です

13

1

5 6 7 8

2 3 4ご来館頂く前に自

宅で発熱・咽咳体

調チェックをお願

いいたします。

ソファー・いすは

間隔をあけてご利

用ください。

ご来館の際はマス

クの着用をお願い

いたします。

こまめな手指消毒

にご協力ください。

洗面台は間隔をあ

けてご利用くださ

い。

セルフチェックイ

ン等、非接触機器を

積極的にご利用く

ださい。

エスカレーターは

なるべく前後を離

れてご利用くださ

い。

エレベーターの中

ではなるべく離れ

てご利用ください。

♦  絶対安全の確立 ♦  スマートエアポートの追求

・ オール羽田での感染症対策を徹底

・ 防災等の安全対策投資を継続

・ Face  Express 本格運用、FAST  TRAVEL の推進

・ ロボット等の活用

羽田の感染症対策が

ACI国際認証を取得（※）

（※）AC I（国際空港評議会）による
　　　「Airport Health Accreditation プログラム」
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のの取取りり組組みみ
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14

・自然エネルギーの活用（太陽光発電、水素バス運行）

・羽田空港の焼却ごみの減量化（リサイクル棟の新設）

・省エネ効果を持つ建築資材の活用と販売

　 （照明 LED 化、放射冷却素材 等）

・海洋プラスチックごみ問題への対応

　 （プラストロー廃止、石灰石原料ショッパー導入 等）

nvironmentE

ocialS

・周辺地域の自治体・医療機関と連携した PCR 検査体制の構築

・コロナ禍での従業員の安全確保に向けた新しい

　働き方の推進（リモートワーク、時差出勤 等）

・ユニバーサルサービスの拡充

　 （カームダウン・クールダウンスペース 等）

overnanceG

・取締役会の実効性評価の検証

・指名・報酬諮問委員会の設置
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羽羽田田空空港港旅旅客客タターーミミナナルルのの国国際際評評価価

空港内の清潔さや快適さなどを評価する
「World‘s Cleanest Airports」（羽田空港第１・第２・第３ターミナル）

５年連続 世界第１位

≪≪ 社社がが実実施施すするる 年年国国際際空空港港評評価価≫≫

空港の総合評価
「World’s Best Airports 」（羽田空港第１・第２・第３ターミナル）

２年連続 世界第２位

８年連続 世界第１位
高齢者や障がいのある方など、移動時のサポートを必要とするお客様への取り組みに
優れている旅客ターミナルを評価する
「World’s Best PRM / Accessible Facilities」
（ 羽田空港第１・第２・第３ターミナル）

15

２年連続 世界第１位

国内線旅客ターミナルの使いやすさや快適性などを総合的に評価する
「World’s Best Domestic Airports」（羽田空港第１・第２ターミナル）





■ 第１ターミナル
■ 第２ターミナル
■ 第３ターミナル

・旅客ターミナルビルの建設、管理・運営
・不動産賃貸（航空会社および空港構内事業者
に対する事務室、店舗など）
・物品販売（免税売店など）
・飲食サービス
・旅客サービス
・機内食製造・販売
・駐車場の管理運営

海海外外空空港港でで

・成都双流国際空港で物品販売

・パラオ国際空港の運営事業

・新ウランバートル空港運営事業

関関西西・・中中部部空空港港でで

・物品販売（免税店）

・卸売

全全国国のの国国内内空空港港でで

・物品販売業（那覇）

・卸売

・熊本空港運営事業

国内線・・・日本空港ビルデング（ ）
国際線・・・東京国際空港ターミナル（ ）

国際線は 事業（ ～ 年）
日本空港ビルデングが中核となり
航空会社などとともに出資設立した
「東京国際空港ターミナル株式会社」
（ 年以降、 の連結子会社）
が建設、管理・運営

■ 事業主体

17
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１１．．当当社社のの概概要要

・物品販売（免税店ほか）

・卸売

・飲食サービス

・旅行傷害保険代理業

・機内食製造 ・ 販売

成田国際空港で

17

（１）事業案内（１）事業案内
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（２）基本理念と経営方針（２）基本理念と経営方針



1953年 7月 資本金１億５千万円をもって民間資本により設立

1955年 5月 ターミナルビル開館、営業開始 

1964年 4月 東京オリンピック開催に伴う国内線到着専用ターミナルビル工事竣工 

10月 免税品販売業開始 

1978年 5月 成田空港開港に伴い免税店での物品販売、ホテル斡旋等開始

1990年 2月 東京証券取引所市場第二部に上場 

1991年 9月 東京証券取引所市場第一部に上場 

1993年 9月 羽田空港第１旅客ターミナルビル(ビッグバード)供用開始 

1994年 9月 関西空港開港に伴い免税店運営業務受託、免税品の卸売等開始 

1998年 3月 羽田空港暫定国際線旅客ターミナルビル供用開始 

2001年 2月 羽田空港国際旅客チャーター便就航   

2002年 4月 羽田空港国際定期便運航終了(ﾁｬｲﾅｴｱﾗｲﾝ,ｴﾊﾞｰ航空 成田移転) 

2003年 11月 羽田⇔金浦国際旅客チャーター便就航 

2004年 12月 羽田空港第２旅客ターミナルビル供用開始 

2005年 2月 中部空港開港に伴い免税品の卸売開始 

2006年 6月 特別目的会社(SPC)｢東京国際空港ターミナル株式会社｣（TIAT）を設立 

2007年 2月 羽田空港第２旅客ターミナルビル南ピア供用開始 

9月 羽田⇔上海（虹橋）国際旅客チャーター便就航 

2008年 4月 羽田⇔香港国際旅客チャーター便就航（特定時間帯） 

2009年 4月 空港法により空港機能施設事業者に指定

10月 羽田⇔北京国際旅客チャーター便就航 

2010年 10月 羽田空港第２旅客ターミナルビル本館増築部供用開始 

羽田空港第３旅客ターミナル供用開始（TIAT）

2011年 11月 羽田空港第１旅客ターミナルビルリニューアル工事竣工

2013年 ４月 羽田空港第２旅客ターミナルビル南ピア増築部供用開始 

2014年 3月 羽田空港第３旅客ターミナル拡張部供用開始（TIAT）

2018年 4月 東京国際空港ターミナル株式会社（TIAT）を連結子会社化

2019年 12月 羽田空港第３旅客ターミナル再拡張部供用開始（TIAT）

2020年 3月 羽田空港第２旅客ターミナル国際線施設供用開始 

19
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4019

（３）沿革（３）沿革
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（４）グループ企業（４）グループ企業



家 賃 収 入
羽田空港国内線、国際線の事務室家賃（定額家賃）、
店舗家賃（定額家賃＋歩合料金）

施設利用料収入
旅客取扱施設利用料（羽田国内線・国際線：PSFC）、
国際線PBB利用料 ほか

そ の 他
羽田空港国内線、国際線の駐車料収入、広告料収入、
有料待合室ラウンジ売上、ホテル事業収入
羽田国内線の請負工事収入

賃借料（国有財産使用料等）、
租税公課（固定資産税）、業務委託費

国 内 線 売 店 羽田空港国内線の物販店の商品売上 商品売上原価、消耗品費

国 際 線 売 店
羽田空港国際線の物販店の商品売上
成田空港、関西空港、中部空港の空港免税店等の
商品売上、市中免税店の商品売上

商品売上原価、消耗品費、営業歩合、
業務委託費

そ の 他
成田空港、関西空港、中部空港等への卸売上
成田空港、関西空港の業務受託料収入

商品売上原価、業務委託費

飲 食 店 舗 羽田空港国内線、国際線、成田空港内飲食店舗の売上
食材費（飲食売上原価）、営業歩合、
業務委託費

機 内 食 機内食の製造・販売 食材費（飲食売上原価）

そ の 他
エアラインラウンジケータリング収入
冷凍食品、弁当等の卸売上

食材費（飲食売上原価）、業務委託費

飲 食 業

区 分 主 な 売 上 内 容 主 な 費 用 内 容

施 設 管 理
運 営 業

減価償却費、水道光熱費、修繕費、
賃借料（国有財産使用料等）、
租税公課、清掃費、業務委託費

物 品
販 売 業

21

注 ： 通常期の目安として２０２０年３月期実績で算出
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注 ： 通常期の目安として 2020 年３月期実績で算出

　　（  ）内は、2019 年３月末時点の割合に対する増減

（５）収益構造　/　セグメント別内容、売上高構成比（５）収益構造　/　セグメント別内容、売上高構成比



年度 内容

1955年 旧ターミナルビル建設 10億円
1963年 大増改築工事（ジェット機およびオリンピック対策） 35億円
1970年 ジャンボ機対策工事（国内線及び国際線ビル） 32億円
1977年 防災安全対策工事 80億円
1978年～1981年 成田空港への国際線移転に伴う国内線転用工事 115億円
1984年 国内線再整備工事 150億円
1993年 第1旅客ターミナルビル建設工事・旧ターミナルビル撤去工事 1,360億円
1997年 第1旅客ターミナルビル改修工事（バスラウンジ拡張・ボーディングステーション新設） 20億円
1998年 暫定国際線旅客ターミナルビル建設工事 15億円
1999年～2002年 第1旅客ターミナルビル改修工事（バリアフリー対策） 34億円
2002年 暫定国際線旅客ターミナルビル増改築工事 10億円
2004年 第2旅客ターミナルビル建設工事 670億円

2004年～2005年 第1旅客ターミナルビル改修工事（マーケットプレイス活性化工事含む）
暫定国際線旅客ターミナルビル増改修工事

150億円
6億円

2006年 第2旅客ターミナルビル増築工事（Ⅱ次計画） 115億円
2007年 P4簡易立体駐車場建設工事 20億円
2007年～2008年 暫定国際線旅客ターミナルビル増改修工事 36億円

2008年～2010年
第3旅客ターミナルビル・P5駐車場建設工事 [TIAT]
第2旅客ターミナルビル増築工事（Ⅲ次計画）
P4平面駐車場立体化工事

1,000億円
190億円

60億円
2011年 第1旅客ターミナルビル改修工事（出発ロビー、出発ゲートラウンジ、展望デッキ等） 70億円
2012年～2014年 第3旅客ターミナルビル増築工事（8スポット増築、ロビー拡張等） [TIAT] 700億円
2013年 第2旅客ターミナルビル増築工事（Ⅳ次計画）　3スポット増築 76億円

2017年～2019年 第2旅客ターミナルビル増築工事（国際線施設、サテライト、事務室増床等）
第3旅客ターミナルビル増築工事（2スポット増築、ロビー拡張等） [TIAT]

740億円
210億円

2018年～2019年 第1旅客ターミナルビル改修工事（地階、1階到着ロビー内装変更等） 47億円

投資額
(建設時)

合計　5,951億円

22
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（６）設備投資の推移（６）設備投資の推移



１１

■■ 空空港港のの総総面面積積

■■ エエププロロンン 総総面面積積 ススポポッットト

■■ 滑滑走走路路

・・ 滑滑走走路路 ××

・・ 滑滑走走路路 ××

・・ 滑滑走走路路 ××

・・ 滑滑走走路路 ××

滑滑走走路路処処理理能能力力 約約 万万回回 年年

■■ 旅旅客客タターーミミナナルルビビルル

・・第第１１旅旅客客タターーミミナナルルビビルル

延延床床面面積積 約約 ㎡㎡

ススポポッットト 固固定定搭搭乗乗橋橋あありり ヵヵ所所

・・第第２２旅旅客客タターーミミナナルルビビルル

延延床床面面積積 約約 ㎡㎡

ススポポッットト 固固定定搭搭乗乗橋橋あありり ヵヵ所所

・・第第２２旅旅客客タターーミミナナルルビビルル・・ササテテラライイトト

延延床床面面積積 約約 ㎡㎡

ススポポッットト 固固定定搭搭乗乗橋橋あありり ヵヵ所所

・・第第３３旅旅客客タターーミミナナルルビビルル

延延床床面面積積 約約 ㎡㎡

ススポポッットト 固固定定搭搭乗乗橋橋あありり ヵヵ所所

■■ 駐駐車車場場

・・ 収収容容台台数数 台台

・・ 収収容容台台数数 台台

・・ 収収容容台台数数 台台

・・ 収収容容台台数数 台台

ママイイククロロババススススペペーースス 台台含含むむ

・・ 収収容容台台数数 約約 台台

■■ 羽羽田田空空港港船船着着場場

１１

２２

23
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２２．．東東京京国国際際（（羽羽田田））空空港港のの概概要要

23

１

１

２

（１）配置図（１）配置図



日日本本のの空空港港旅旅客客数数ラランンキキンンググ（（ 年年暦暦年年））

東東京京（（羽羽田田））

東東京京（（成成田田））

福福岡岡

札札幌幌（（新新千千歳歳））

沖沖縄縄（（那那覇覇））

大大阪阪（（伊伊丹丹））

大大阪阪（（関関西西））

名名古古屋屋（（中中部部））

鹿鹿児児島島

大大阪阪（（神神戸戸））

そそのの他他 空空港港

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

（（ ））

空空港港 ココーードド 年年間間(千千人人) 日日平平均均(千千人人) シシェェアア

２ 旅客者数比較

世世界界のの空空港港旅旅客客数数ラランンキキンンググ（（ 年年暦暦年年速速報報））

都都市市・・空空港港 年年間間(千千人人)

広広州州白白雲雲

アアトトラランンタタ

成成都都双双流流

ダダララスス・・フフォォーートトワワーースス

深深圳圳宝宝安安

北北京京首首都都

デデンンババーー

昆昆明明長長水水

上上海海虹虹橋橋

 西西安安咸咸陽陽

注：（ ）内は国内線の空港旅客数
資料：東京航空局、大阪航空局 管内空港の利用概況集計

出典： （国際空港評議会）ウェブサイト
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24

（２）旅客者数比較（２）旅客者数比較



25
注：通常期の目安として 年 月の時刻表より集計

３）国内線就航都市、便数
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（３）国内線就航都市、便数（３）国内線就航都市、便数



26 注：通常期の目安として 年夏ダイヤの 月計画値で集計
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（４）国際線就航都市、便数（４）国際線就航都市、便数
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（５）東京国際空港ターミナル株式会社の概要（５）東京国際空港ターミナル株式会社の概要






